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１．はじめに                                

地方公会計制度とは                                       

地方公共団体の会計方式（単式簿記・現金主義）は、現金の収入・支出という事実に着目して整理されており、客観性と予算の適

正・確実な執行の管理という面において優れていますが、土地や建物、借入金などの資産や負債のストックの情報が蓄積されず、ま

た年度ごとの実質的なコストの把握が困難であるといった問題がありました。 

そこで「地方公会計制度」として、民間企業の会計方式や考え方（複式簿記・発生主義）を地方公共団体にも取り入れる取組みが

進められてきました。この会計制度により作成された財務書類は、現金主義会計では見えにくいストックの情報、コストの情報を備

えており、かつこれらの情報を総体的・一覧的に把握することができます。 
 

 地方公共団体の会計方式 地方公会計制度 

取引の 
記録方法 

単式簿記 
取引における現金の収入・支出のみを記録する 

複式簿記 
ひとつの取引について、原因と結果の２つの側面に分解
し、借方と貸方に分けて記録する 

取引を記録する 
タイミング 

現金主義 
実際に現金の収入・支出が生じた時点で記録する 

発生主義 
実際の現金の収入・支出に関わらず、経済的価値の増減
が発生した時点において記録する 

 

「統一的な基準」への作成基準移行について                            

仙台市では、平成 11 年度決算分から財務書類の作成・公表を開始し、平成 20 年度以降は「総務省方式改訂モデル」に基づく財

務書類を作成・公表してきました。 

しかしながら、複式簿記や固定資産台帳の整備が必須ではないこと、複数の財務書類作成方式が混在しており地方公共団体間の比

較が困難である点などが課題となっていました。 

こうした課題に対応するため、平成 26 年度に国から新たな作成基準である「統一的な基準」への移行が要請されました。この移

行によって、複式簿記の導入・固定資産台帳の整備が必須となり、また全国で同一の基準に基づいて財務書類を作成することとなっ

たため、団体同士の財務状況がより比較しやすくなります。 

仙台市においてもこの要請に基づき、平成 28 年度決算より「統一的な基準」に基づく財務書類の作成・公表を行っています。 
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２．財務書類の作成区分                           

「統一的な基準」では、対象範囲が異なる３つの作成区分で財務書類を作成します。  

地
方
公
共
団
体 

一般会計  

特別会計  

 

都市改造事業特別会計  公共用地先行取得事業特別会計  公債管理特別会計 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計  新墓園事業特別会計 

 

公
営
事
業 

会
計 

国民健康保険事業特別会計  中央卸売市場事業特別会計 

介護保険事業特別会計  後期高齢者医療事業特別会計 

 

公
営
企
業 

会
計 

下水道事業会計  自動車運送事業会計  高速鉄道事業会計 

水道事業会計  ガス事業会計  病院事業会計 

 

  

一部事務組合・ 

広域連合 宮城県後期高齢者医療広域連合 
 

地
方
公
社
・
第
三
セ
ク
タ
ー
等 

全
部
連
結 

（公財）仙台ひと・まち交流財団、（公財）せんだい男女共同参画財団、（公財）仙台市スポーツ振興事業団、 

（公財）仙台市市民文化事業団、（公財）仙台フィルハーモニー管弦楽団、（一財）仙台こども財団 

（社福）仙台市社会福祉協議会、（社福）緑仙会、（公財）仙台市健康福祉事業団、（公財）仙台市医療センター、 

（公財）仙台市救急医療事業団、（株）仙台市環境整備公社、（公財）仙台市産業振興事業団、（公財）仙台観光国際協会、 

（公財）瑞鳳殿、（公財）仙台市建設公社、（公財）仙台市公園緑地協会、（公財）仙台市水道サービス公社、仙台交通（株）、 

仙台ガスサービス（株）、仙台ガスエンジニアリング（株）、（株）クリーンエナジー 

 

比
例
連
結 

（株）仙台港貿易促進センター、仙台エルピーガス（株） 

 

 

 

一
般
会
計
等 

財

務

書

類 
 

 

全
体
財
務
書
類 

連

結

財

務

書

類 
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３．財務書類の概要                             

  ここでは、４つの財務書類に基づいて、令和６年度決算の概要を解説します。 

① 貸借対照表（令和７年 3 月 31 日時点）                           

年度末時点における本市の財産の状況を、資産・負

債・純資産の３区分に分けて表示したものです。本市

が行政サービスを提供するために保有している財産

（資産）が表の左側の借方（かりかた）に計上され、右

側の貸方（かしかた）には、それらの資産を形成するた

めに要した財源の内訳（負債・純資産）が示されてい

ます。 

貸方のうち、将来の返済や支出が必要となるものが

負債であり、資産の総額から負債を差し引いた正味の

資産を純資産といいます。 
 

 

◇資産の内訳分析（連結区分） 

資産の総額は 2 兆 7,761 億円であり、このうち、庁舎や市民利用施設、学校などやその用地を含む「事業用資産」が 1 兆 1,201

億円（40.3％）、道路や上下水道などの「インフラ資産」が 1 兆 1,498 億円（41.4%）を占めています。 
 

◇負債・純資産の内訳分析（連結区分） 

負債・純資産合計 2 兆 7,761 億円のうち、その大半が借入金である「地方債等」1 兆 1,331 億円（40.8％）と「1 年内償還予

定地方債等」1,382 億円（5.0％）です。「資産」から「負債」を差し引いた「純資産」は 9,660 億円（34.8%）となっています。 

 

 

 

  

事業用資産 

1 兆 1,201 億円 

40.3％ 

投資その他の資産 

2,183 億円 

7.9％ 

流動資産 1,774 億円 6.4％ 

それ以外の資産 

1,105 億円 4.0％ 

 資産  純資産 

9,660 億円 

34.8％ 

 負債・純資産  

インフラ資産 

1 兆 1,498 億円 

41.4％ 

１年内償還予定地方債等 

1,382 億円 5.0％ 

それ以外の負債 

4,422 億円 

15.9% 

退職手当引当金 

967 億円 3.5％ 

地方債等 

1 兆 1,331 億円 

40.8％ 
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② 行政コスト計算書（令和６年 4 月 1 日から令和７年 3 月 31 日まで）                        

民間の企業会計における損益計算書に相当するもので、1 年間の行

政サービスの提供に要した費用（資産形成にかかわる支出は除き、減

価償却費など現金支出を伴わないものも含む）と、行政サービスの直

接的な対価として得られた使用料などの収益を集計し、費用と収益の

差引である「純行政コスト」を求めています。 

 

行政コスト計算書における収支不足額である「純行政コスト」は、

税収や国庫補助金などの財源により賄われます。その過程は次の「純

資産変動計算書」において詳しく表示されます。 

 

 

 

 

 

 

  

その他経常費用 

694 億円 7.4％ 

◇経常費用の内訳分析（連結区分） 

経常費用の総額 9,411 億円のうち、福祉サービスにかかる給付や補助

金などの「移転費用」が 4,939 億円（52.5%）を占めています。 

  物件費 

1,273 億円 

 13.5％ 

移転費用 

4,939 億円 

52.5％ 

 経常費用  

減価償却費 

804 億円 8.5％ 

人件費 

1,702 億円 

18.1％ 
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③ 純資産変動計算書（令和６年 4 月 1 日から令和７年 3 月 31 日まで）                       

民間の企業会計における株主資本等変動計算書に相当するもので、貸借対照表上の「純資産」の当年度中の増減について、その内

訳を示しているものです。 

 

行政コスト計算書における収支不足額である「純

行政コスト」が、税収や国庫補助金などの財源によ

ってどのように賄われているのかを表しているほ

か、その他の増減要因も含め、当年度中の純資産の

増減全体を明らかにしています。 

将来世代へ引き継ぐ資源の蓄積を表す「純資産」

が、当年度中の行政活動によってどのくらい蓄積さ

れたか、あるいは費消されたのかを読み取ることが

できます。 

 

 

 

◇純資産変動の分析（連結区分） 

 行政サービスに要した費用のうち、直接的な対価によって賄うことができなかった収支不足額である「純行政コスト」7,726 億

円が発生しましたが、「税収等」4,780 億円、「国県等補助金」3,155 億円の財源計 7,935 億円によって賄われました。そのほ

か、資産の無償譲渡 77 億円等により、純資産は 277 億円増加し、9,660 億円となりました。 
 

 

  

その他要因による純資産増加 

69 億円 税収等 4,780 億円 
国県等補助金 

3,155 億円 

純行政コスト 7,726 億円 

∴当年度中の純資産の増加 277 億円 

 

 

 

 

純行政コスト

（収支不足） 

に税収などの

財源を充当 
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④ 資金収支計算書（令和６年 4 月 1 日から令和７年 3 月 31 日まで）                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間の企業会計におけるキャッシュ・フロー計算書に相当するもので、当年度中の

資金の出入りを 3 つの事業活動区分に分けて表示しています。当年度中の資金の増

減が、どのような要因によってどのくらい生じていたのかを把握することができま

す。 

最終的な差引計算結果である「本年度末現金預金残高」は、貸借対照表における

「現金預金」の残高と一致します。  

 

 

 

 

行政サービスに要する費用や税収など、市の経常的な行政活動に伴って継続的に

発生する資金収支を表示します。 

業務活動収支 

 

 公共施設の整備や、それに伴う補助金の受入など、市の資本形成活動に伴って発

生する資金収支を表示します。 

投資活動収支 

 地方債の発行による収入や、償還に係る支出など、負債の管理に係る資金収支を

表示します。 

 

財務活動収支 
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４．財務書類から算出される指標値について                  

財務書類を整備することによって、財務書類上の数値を使った指標値を計算することができるようになります。発生主義的なコストや、

資産や負債のストック情報に基づいた指標を把握することで、市の財政状況をより多面的に分析することが可能になります。 

① 純資産比率・社会資本形成の将来世代負担比率                         

  ■ 純資産比率（％）＝        × 100 

 

 

 

 

 

■ 社会資本形成の将来世代負担比率（％）＝         × 100 

 

 

 

 

 

  純資産比率とは、行政サービス提供のために市が保有しているすべての資産のうち、現在までの世代の負担によって財源調達さ

れた割合を示す指標です。 

社会資本形成の将来世代負担比率とは、これまで市が社会資本として整備してきた土地や建物、インフラ設備などの有形固定資産

のうち、地方債の借入＝将来世代の負担によって財源調達された割合を示す指標です。 

  この 2 つの指標はいずれも、現在までの世代と、将来世代の負担の割合をみることができる指標です。世代間の公平性に配慮し

た行政運営を行っていく上での参考指標となります。 

※1 社会資本形成に充当されていない臨時財

政対策債、減税補てん債、退職手当債を除く 

純資産 

資産合計 

 地方債 ※1 

有形固定資産 
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② 有形固定資産減価償却比率                                  

■ 有形固定資産減価償却比率（％）＝                   

 

 

 

 

 

有形固定資産減価償却比率とは、市が整備してきた有形固定資産のうち、建物やインフラ設備などの償却資産について、法定耐用

年数に応じた減価償却がどのくらい進んでいるのかを示す指標で、「資産老朽化比率」とも呼ばれます。 

法定耐用年数とは、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）」に定められた耐用年数をいいます。法定耐用年

数と現物資産の寿命は必ずしも一致しないため、減価償却の進行が直ちに資産の老朽化を意味するわけではないということに注意が

必要ですが、公共資産の更新・改修の計画を策定していくうえで留意すべき指標です。 
 

③ 受益者負担比率                                       

■ 受益者負担比率（％）＝          × 100 

   

 

 

 
 

受益者負担比率とは、1 年間の行政サービスを提供するために要した経常的な費用のうち、使用料や手数料などの受益者負担によ

って賄われている割合を示しています。受益者負担だけでは行政サービスのコストすべてを賄うことはできないため、その収支不足

額は税収等の財源で賄われることになります。長期にわたって持続的な行政サービスを提供していくために必要となる、適正な受益

者負担の割合を検討していく上での参考指標となります。 

減価償却累計額 

  償却資産の取得価額 ※2 
× 100 

経常収益 

経常費用 

 

※2 償却資産の取得価額  

＝ 有形固定資産 – 非償却資産 ＋ 減価償却累計額 
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④ 地方債の償還可能年数                                    

■ 地方債の償還可能年数（年）＝  

  

 

 

 

 

 

 

   年度末時点における地方債の残高について、恒常的な財源である業務活動収支の余剰額すべてを返済に回した場合に何年で完済

できるかを表す指標で、債務の多寡と償還能力を測る指標となります。  

※連結区分は資金収支計算書の作成を省略しているため、算定していません。 

 

地方債残高 

業務活動収支 
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⑤ 市民 1 人あたりの資産等                                   

 一般会計等における資産、純行政コストなどの各要素について、市民 1 人あたりの金額に換算すると以下のとおりになります。 

■ 貸借対照表                 ■ 行政コスト計算書  

  

 

 

 

 

 

  

 

  

 

なお、令和５年度決算における他の政令市との比較では、仙台市

の市民一人あたり負債額は 20 都市中８番目とやや大きく、一方で

市民一人あたり純行政コストは 16 番目と比較的低コストな値とな

りました。 
 

今後は本格的な少子高齢社会の到来等により経常費用、ひいては

純行政コストが増加する懸念がありますが、事務事業の見直し等に

よりコストの増加を可能な限り抑制するなど、引き続き効率的な財

政運営に努めてまいります。 

資産 
 

156 万 8 千円 

負債 
 

92 万 7 千円 

純資産 
64 万 1 千円 

経常費用 
 

46 万 9 千円 

臨時損失 
4 千円 

経常収益 
3 万円 

臨時利益 

2 千円 

純行政コスト 
 

43 万 8 千円 

※令和７年３月 31 日現在の仙台市の 
住民基本台帳人口（1,060,008 人） 
をもとに算出 

 

   

   
   

   

     
     

     

                       

 

   

   

   

   

   

   

                          


